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今週のキーワード 消費生活センター発表＝2015 年 4 月の相談件数 4件、5月 3件、6月 2件、7月 5件、

8 月 3 件、9 月 14 件、10 月 91 件、11 月 26 件、12 月 2 件。当事者の年代別件数は、

60 歳未満 26 件、60 歳代 24 件、70 歳代 49 件、80 歳以上 21 件。当事者の性別件数は、

男性 35 件、女性 102 件。相談件数は、マイナンバー関連の相談のうち、劇場型勧誘、

身分詐称、詐欺、還付金詐欺のいずれかに関するものを集計した。集計は、PIO-NET

（パイオネット：全国消費生活情報ネットワーク・システム）データベース。 

マイナンバーに 
関する相談件数 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 
 

2016年度与党税制改正大綱を正式決定
法人実効税率は来年度に「20％台」に 

 

自民・公明の両党は12月16日夕、2016年度与党税

制改正大綱を正式決定した。柱は、消費税の軽減税

率制度の導入のほか、法人実効税率の引下げで、

国・地方を通じた法人実効税率（現行32.11％）は、

2018年度までの段階的な引下げを明記した。2016

年度に29.97％と、目標としていた「20％台」を改

革２年目にして実現し、さらに2018年度に29.74％

に下げる。2013年度の37％からの下げ幅は７％を超

える。 

消費税の軽減税率制度は、対象品目を巡って最後

まで紛糾したが、「酒類及び外食を除く食品全般」

と定期購読契約の新聞（週２回以上発行）で決着。

ただし、必要な財源約１兆円については、2016年度

末までに安定的な恒久財源を確保するとして、具体

的な議論は先送りした。また、消費税の納税額を正

確に把握するインボイス（税額票）は、軽減税率を

導入する2017年４月から４年後の2021年４月とし、

それまでの間は簡素な方法とする。 

所得税では、(1)一定のスイッチＯＴＣ医薬品の

年間購入額が１万２千円を超えると、８万８千円を

限度に課税所得から控除する医療費控除の特例を

創設、(2) 三世代同居の住宅をリフォームした場

合、改修費に相当する住宅ローンの年末残高から

２％を５年間、税額控除する特例、(3)一定の時期

以前に建築された空き家を相続した場合、居住用財

産の譲渡所得に3000万円の特別控除を適用、などが

盛り込まれている。 

12月半ばでも新手の不審な連絡消えず
マイナンバーカード、最終配達12月半ば 

 

なぜマイナンバーの通知カードの配達が、12月

20日まで配達最終日を引っ張ってしまったのか。

直接関係する５機関がそろって負の連鎖に陥っ

たからだ。市区町村がカード作成代行機構（新組

織）に情報伝達の遅れを出したのが始まり。続い

て国立印刷局→郵便局と玉突きが始まった。この

制度への関心の薄さ、引いては持続可能性の危う

さを予感させるとの批判も出てきた。国民が十分

に納得する前宣伝の時間的な余裕もなかったし

11月中にという縛りはきつかった。 

そのドタバタ劇の隙間を突かれた形なのは、消

費生活センターが新手のマイカード便乗（電話や

訪問による詐欺的な不審行為）への対応で10、11

月には急増、12月も余震は治まっていないこと

だ。12月には「お金を支払わないと通知カードが

白紙で届くと言われ3万円を支払った」という近

畿地方の男性の事例。また女性2人が来訪し、言

葉巧みにマイナンバーの通知カードが入った封

筒ごと持ち去られた兵庫県の女性の事例、など。

両名とも60歳代半ば。 

そこで消費生活センターは「マイナンバー発送

で行政機関を名乗る者が自宅を訪問したり、電話

をかけたりすることはありません。カードのセキ

ュリティ対策に関して、代金を請求されることも

なくカードの取得は無料です」と“火消し”に躍

起となった。政府は、最も遅い地域は千葉県四街

道市だという。 
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